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逗子市国土強靱化地域計画（案）の概要

１．計画策定の趣旨

国土強靱化とは、災害の発生の度に甚大な被害を受け、その都度、長期間をかけて復旧・復興を図る

といった事後対策の繰り返しを避け、いかなる災害等が発生しようとも最悪な事態に陥ることが避けら

れるような「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な社会を平時から作り上げていこうとするも

のです。

国や神奈川県では、大規模自然災害に対する健康診断となる脆弱性評価を実施するとともに、国土強

靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる計画（国は「国土強靱化基本計画」、

神奈川県は「神奈川県国土強靱化地域計画」）を策定しています。

これら、国や神奈川県の動きを受け、逗子市においても、今後起こり得る大規模自然災害に備え、ど

のような大規模自然災害が起きても機能不全に陥らず、市民の生命・身体及び財産を守れるよう、強靱

化に関する指針となる「逗子市国土強靱化地域計画（以下、「本計画」という。）」を策定するものです。

２．国土強靱化地域計画とは

本計画は、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」

（以下、「基本法」という。）第 13 条に基づく「国土強靱化地域計画」として、本市における国土強靱化

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針として位置付け、また、基本法第 14 条に基づ

き、基本計画や県地域計画との調和を保ち作成します。

本計画は、①地域を強靱化する上での目標の明確化、②起きてはならない最悪の事態（リスクシナリ

オ）の設定、③脆弱性の分析、評価、課題の検討のステップで作成します。

３．地域を強靱化する上での目標の明確化

本計画では、以下の４つの「基本目標」と、基本目標の実現に向け、本市の強靱化を推進し達成すべ

き８つの「事前に備えるべき目標」を設定します。

基本目標

① 人命の保護が最大限図られること
② 地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持すること
③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④ 迅速な復旧復興
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事前に備えるべき目標

① 直接死を最大限防ぐ
② 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する
③ 必要不可欠な行政機能は確保する
④ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する
⑤ 経済活動を機能不全に陥らせない
⑥ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとと

もに、早期に復旧させる
⑦ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない
⑧ 地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

４．起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を設定

市民の生活・経済に影響を及ぼすリスクとしては、自然災害のほかに、原子力災害などの大規模事故

やテロ等も含めたあらゆる事象が想定されますが、大規模自然災害はひとたび発生すれば、広域な範囲

に甚大な被害をもたらすものとなることから、本計画では、大規模自然災害を想定するリスクとします。

想定するリスクを踏まえて、8 つの「事前に備えるべき目標」を達成する上で妨げとなる事態として、

38 の「起きてはならない最悪の事態」を設定し、起きてはならない最悪の事態ごとに今後必要となる施

策を対応方策として整理しました。（起きてはならない最悪の事態は、計画本編 14、15 頁に記載）

５．脆弱性（脆弱性）の分析・評価、課題の検討

脆弱性の分析・評価とは、地域の強靱化を進める上で前提となる、リスクシナリオに対する地域の弱

点を洗い出す重要なプロセスです。脆弱性の分析・評価を出発点に、問題点を整理し、これから何をす

べきか（リスクへの対応方策）を考え、計画に記載し国土強靱化の取組を推進していきます。

本計画では、脆弱性の分析・評価と対応方策を見開き 1 ページで、見開き左ページに脆弱性の分析・

評価の結果、見開き右ページにリスクへの対応方策を掲載しています。（計画本編 18 頁以降に記載）

６．計画の進捗管理

本計画は、「一度策定したら見直すことなく、あとは推進するのみ」というのではなく、PDCA サイ

クル（計画・実行・評価・改善）を繰り返し、より効率的・効果的に進捗が図られるように随時見直し

を行っていくことが不可欠なため、概ね 5 年ごとに計画の見直しを実施します。

左ページに脆弱性分析を記載 右ページに対応方策を記載


